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償還運用報告書(全体版) 
作成対象期間 第７期（2023年９月１日～2024年6月28日（償還日）） 

 

受益者の皆様へ 

平素より格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、UBSユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅲ－東京海上・CATボンド・ファンド（以下｢ファンド｣

といいます。）は、2024年６月28日に繰上償還いたしました。ここに、運用状況と償還内容をご報告申

し上げます。今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

ファンドの仕組みは次のとおりです。 

フ ァ ン ド 形 態 ケイマン諸島籍／オープン・エンド契約型外国投資信託 

信 託 期 間 2017年９月28日～2024年６月28日（償還日） 

運 用 方 針 
保険リンク証券のうち主としてCATボンドに投資することで、インカムゲインの獲得を目

指した運用を行いました。 

主 要 投 資 対 象 
世界のCATボンド、CATボンド以外の保険リンク証券、保険デリバティブ・リンク債券を実

質的な主要投資対象としました。 

運 用 方 法 

●CATボンド関連の市場分析、個別銘柄の分析（リスクの種類（地震・ハリケーン等）、

地域およびスプレッド水準など）等を勘案して、ポートフォリオの構築を行いました。 

●日本関連のリスクを極力排除するように運用を行いました。 

主 な 投 資 制 限 

●日本証券業協会の規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債権等エクス

ポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する

比率は、原則としてそれぞれ35％、合計で35％以内とすることとし、当該比率を超える

こととなった場合には、日本証券業協会の規則に従い当該比率以内となるよう調整を行

いました。 

●原則として、ファンドの純資産総額の10％を超える借入は行いませんでした。 

分 配 方 針 
原則として、インカム等収益および売買益等から、管理会社が１口当たり純資産価格の水

準等を勘案して分配を行いました。 
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Ⅰ．設定以来の運用の経過および運用状況の推移等  
（１）設定以来の運用経過（2017年９月28日から2024年６月28日(償還日)） 
 

■設定以来の受益証券１口当たり純資産価格等の推移（2017年９月28日から2024年６月28日(償還日)まで） 
 
＜米ドル（年２回）クラス＞   
  純資産総額（右軸）   １口当たり純資産価格（左軸）  
  分配金再投資１口当たり純資産価格（注１）（左軸）  
 

 

 

１口当たり純資産価格 
騰落率 

（％） 

第１期末 

（１口当たり分配金額） 

9.98米ドル 

（分配金額：なし） 
－0.2 

第２期末 

（１口当たり分配金額） 

10.07米ドル 

（分配金額：0.07米ドル）
1.6 

第３期末 

（１口当たり分配金額） 

10.41米ドル 

（分配金額：0.05米ドル）
3.9 

第４期末 

（１口当たり分配金額） 

10.56米ドル 

（分配金額：0.30米ドル）
4.4 

第５期末 

（１口当たり分配金額） 

10.61米ドル 

（分配金額：0.35米ドル）
3.9 

第６期末 

（１口当たり分配金額） 

10.58米ドル 

（分配金額：0.68米ドル）
6.7 

第７期末 

（１口当たり分配金額） 

9.21米ドル 

（分配金額：1.26米ドル）
－1.6 

  
 
＜円（年２回）クラス＞  
  純資産総額（右軸）   １口当たり純資産価格（左軸）  
  分配金再投資１口当たり純資産価格（注１）（左軸）  
 

 
   

 
 

１口当たり純資産価格 
騰落率

（％） 

第１期末 

（１口当たり分配金額） 

9,780円 

（分配金額：なし） 
－2.2 

第２期末 

（１口当たり分配金額） 

9,626円 

（分配金額：20円） 
－1.4 

第３期末 

（１口当たり分配金額） 

9,825円 

（分配金額：0円） 
2.1 

第４期末 

（１口当たり分配金額） 

10,158円 

（分配金額：80円） 
4.2 

第５期末 

（１口当たり分配金額） 

10,088円 

（分配金額：330円） 
2.6 

第６期末 

（１口当たり分配金額） 

10,017円 

（分配金額：148円） 
0.9 

第７期末 

（１口当たり分配金額） 

8,678円 

（分配金額：818円） 
－5.8 

 
 

（注１）分配金再投資１口当たり純資産価格は、税引き前の分配金をファンドへ再投資したとみなして算出したもので、ファン

ド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。また、分配金再投資１口当たり純資産価格は、受益証券１口当たり

の当初発行価格（米ドル（年２回）クラス：10.0 米ドル、円（年２回）クラス：10,000 円）を起点として計算していま

す。以下同じです。 

（注２）第７期末の純資産総額および１口当たり総資産価格は、償還金として受益者のみなさまにお支払いする金額の負債計上

前の数値であり、かかる金額を負債計上して算出されている財務書類の数値とは異なります。以下同じです。 

（注３）１口当たり分配金額は、税引前の分配金額を記載しております。以下同じです。 

（注４）騰落率は、税引き前の分配金を再投資したものとみなして計算しています。以下同じです。 

（注５）ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注６）ファンドにベンチマークは設定されていません。   
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■１口当たり純資産価格の主な変動要因 

 

＜米ドル（年２回）クラス＞ 

 

設定日（2017 年９月 28 日）～第６期（2023 年８月 31 日） 

上昇要因 ■保有していたCATボンドからの利息収入 

■CATボンド市場の好需給を背景とする価格上昇 

下落要因 ■ハリケーン・イアンの影響による市場価格下落 

■過去に発生したリスクイベントの保険損失の積み上がりにより一部の累積型CATボン

ドが毀損したこと 

 

第７期（2023 年９月１日～2024 年６月 28 日（償還日）） 

上昇要因 ■保有していたCATボンドからの利息収入 

下落要因 ■需給環境悪化局面での資金流出対応 

 

＜円（年２回）クラス＞ 

 

設定日（2017 年９月 28 日）～第６期（2023 年８月 31 日） 

上昇要因 ■保有していたCATボンドからの利息収入 

■CATボンド市場の好需給を背景とする価格上昇 

下落要因 ■ハリケーン・イアンの影響による市場価格下落 

■過去に発生したリスクイベントの保険損失の積み上がりにより一部の累積型CATボン

ドが毀損したこと 

■為替ヘッジなどのコスト 

 

第７期（2023 年９月１日～2024 年６月 28 日（償還日）） 

上昇要因 ■保有していたCATボンドからの利息収入 

下落要因 ■需給環境悪化局面での資金流出対応 

■為替ヘッジなどのコスト 
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■分配金について 

設立以来の１口当たり分配金（税引前）は下表のとおりです。なお、下表の「分配金を含む１口当た

り純資産価格の変動額」は、当該分配落日における１口当たり分配金額と比較する目的で、便宜上算出

しているものです。 

 
米ドル（年２回）クラス （金額：米ドル）

分配落日 １口当たり純資産価格 
１口当たり分配金額 

（対１口当たり純資産価格比率（％）（注１））

分配金を含む１口当たり 

純資産価格の変動額（注２） 

2018年９月28日 9.96 
0.05 

（0.5） 
 0.18 

2019年３月29日 10.05 
0.02 

（0.2） 
 0.11 

2019年９月30日 10.28 
0.01  

（0.1） 
 0.24 

2020年３月31日 10.08 
0.04 

（0.4） 
－0.16 

2020年９月30日 10.28 
0.30  

（2.84） 
 0.50 

2021年３月31日 10.34 
－ 

（－） 
 0.06 

2021年９月30日 10.40 
0.20 

（1.89） 
 0.26 

2022年３月31日 10.47 
0.15 

（1.41） 
 0.22 

2022年９月30日 9.66 
0.13 

（1.33） 
－0.68 

2023年３月31日 9.83 
0.55 

（5.3） 
 0.72 

2023年９月29日 9.93 
0.76 

（7.11） 
 0.86 

2024年３月28日 10.03 
0.50 

（4.75） 
 0.60 
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円（年２回）クラス （金額：円）

分配落日 １口当たり純資産価格 
１口当たり分配金額 

（対１口当たり純資産価格比率（％）（注１））

分配金を含む１口当たり 

純資産価格の変動額（注２） 

2018年９月28日 9,779 
20 

（0.2） 
  73 

2019年３月29日 9,727 
－ 

（－） 
 －52 

2019年９月30日 9,822 
－ 

（－） 
  95 

2020年３月31日 9,573 
－ 

（－） 
－249 

2020年９月30日 9,919 
80 

（0.8） 
 426 

2021年３月31日 9,959 
－ 

（－） 
  40 

2021年９月30日 9,998 
200 

（1.96） 
 239 

2022年３月31日 10,058 
130 

（1.28） 
 190 

2022年９月30日 9,177 
30 

（0.33） 
－851 

2023年３月31日 9,514 
118 

（1.23） 
 455 

2023年９月29日 9,560 
529 

（5.24） 
 575 

2024年３月28日 9,592 
289 

（2.92） 
 321 

（注１）「対１口当たり純資産価格比率」とは、以下の計算式により算出される値であり、ファンドの収益率とは異なる点にご

留意ください。 

対１口当たり純資産価格比率（％）＝100×ａ／ｂ 

ａ＝当該分配落日における１口当たり分配金額 

ｂ＝当該分配落日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

（注２）「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」とは、以下の計算式により算出されます。 

分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額＝ｂ－ｃ 

ｂ＝当該分配落日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

ｃ＝当該分配落日の直前の分配落日における１口当たり純資産価格 

（注３）設定日（2017 年９月 28 日）における１口当たり純資産価格は、米ドル（年２回）クラスが 10.0 米ドル、円（年２回）

クラスが 10,000 円でした。 
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■投資環境について 

第１期（2017年９月28日～2018年８月31日） 

2017年８～９月に発生した米国ハリケーン（ハービー、イルマ、マリア）や2017年10～12月に発生し

たカリフォルニア州の山火事が主因となり、保険損失が時間経過とともに積み上がりました。これらの

災害の影響で、2017年の保険損失額は、ミュンヘン再保険の推計で約1,420億米ドルと過去30年で最大

となっており、当該災害に関連した複数のCATボンドに元本毀損が生じるなどCATボンド市場のパフォー

マンスにマイナスの影響を与えました。また、日本においても、2018年６月に大阪北部地震、７月に西

日本豪雨が発生し大きな被害が発生しましたが、日本関連リスクは原則として運用対象としていないこ

とから、当ファンドへの影響はありませんでした。大きな保険損失の発生により、再保険料率の上昇期

待が高まりましたが、資本市場から再保険市場への資金流入が続くなか再保険料率の上昇は限定的なも

のにとどまりました。同様にCATボンドのスプレッド水準の拡大も限定的なものにとどまりました。 

 

第２期（2018年９月１日～2019年８月31日） 

2018年９～10月に発生した米国ハリケーン（フローレンス、マイケル）や同年11月に米国西部で発生

した２件の大規模な山火事の影響で、同年の保険損失額はミュンヘン再保険の推計で約800億米ドルと

過去30年の平均を大幅に上回りました。また、2017年に発生した米国ハリケーン（ハービー、イルマ、

マリア）や同年に発生した米国西部の山火事の保険損失が時間経過とともに積み上がったことも加わり、

当該災害に関連した複数のCATボンドで元本毀損が生じてCATボンド市場のパフォーマンスにマイナス

の影響を与えました。日本においても、2018年９月に２件の大型台風が上陸し、大きな被害が発生しま

したが、日本関連リスクは原則として運用対象としていないことから、当ファンドへの影響はありませ

んでした。 

なお、2017～18年に２年続けて大きな保険損失が発生したことで2019年の再保険料率が上昇したこと

から、CATボンドのスプレッド水準は拡大しました。 

 

第３期（2019年９月１日～2020年８月31日） 

2019年９月、最大級の勢力となった米国ハリケーン「ドリアン」の米国本土への上陸が避けられたこ

とはプラス材料になったものの、2020年３月に、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い生保系CATボン

ドの市場価格が下落したことや、伝統資産対比で安定的に推移していたCATボンドが金融市場の混乱に

よる流動性確保のため売却対象となったことにより、需給環境が一時的に悪化したことなどがマイナス

材料となり、CATボンドの市場価格は通期ではマイナスとなりました。 

なお、2020年は米国ハリケーンや暴風雨の発生件数が例年を大幅に上回りましたが、被害地域に人口

密集地域が含まれていなかったことから、保険損失は限定的なものに止まり、CATボンド市場への影響

も限定的でした。また、2019年9～10月にかけて発生した日本の台風による保険損失は突出したものと

なりましたが、日本関連のリスクは原則として投資対象としていないことから、当ファンドへの影響は

ありませんでした。 

一方、再保険料率の上昇に連動してCATボンドのスプレッド水準は上昇基調が継続したことから、利

息収入は安定的なプラス要因となりました。 
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第４期（2020年９月１日～2021年８月31日） 

当期は、米国のウィンターストーム、米国の山火事、ハリケーン「アイダ」、欧州の洪水などの自然

災害が多発しましたが、一般的に元本毀損の確率が低いCATボンド市場への影響は限定的なものに止ま

りました。 

過去に発生したハリケーンなどの保険損失が上方修正されたことや、２月にテキサス州を中心に大き

な被害をもたらした米国のウィンターストームに対する懸念が、米国の自然災害全般を対象とする累積

型CATボンドの一部の銘柄にとってマイナス要因になりました。しかし、ウィンターストームの保険損

失額は当初想定よりも限定的なことが判明したことにより関連銘柄の市場価格が回復したことや、通期

で良好な需給環境が継続し安定的なクーポン収入がプラス要因となったことから、CATボンド市場のパ

フォーマンスは底堅く推移しました。 

なお、８月下旬に米国に上陸したハリケーン「アイダ」についてはルイジアナ州の風水害を対象とす

る銘柄で一部影響を受けた銘柄も見られましたが、CATボンド市場全体への影響は限定的でした。 

 

第５期（2021年９月１日～2022年８月31日） 

当期は、米国カリフォルニア州で発生した大規模な山火事やミネソタ州で発生した季節外れの竜巻、

欧州の風水害など自然災害が多発しましたが、一般的に元本毀損の確率が低いCATボンド市場への影響

は限定的なものにとどまりました。 

しかし、自然災害の多発に伴う再保険料率の上昇に加え、ウクライナ情勢の緊迫化や欧米の主要中央

銀行が金融引き締めに積極的な姿勢を強めたこと、インフレの高進などを背景に投資家がリスク回避的

な姿勢を強めたことなどは、新発債市場だけでなく流通市場においてもCATボンド市場の下落要因とな

りました。 

 

第６期（2022年９月１日～2023年８月31日） 

期初、2022年９月末に米国フロリダ州で発生したハリケーン「イアン」の影響を受けて、米国の水害

を対象とする銘柄や、フロリダ州の風水害を対象とする銘柄を中心にCATボンド市場は大きく下落して

始まりました。しかし、その後「イアン」による保険損害見積額が時間経過とともに下方修正され、元

本毀損に至る銘柄は極めて限定的になるとの見方が広がると、大きく市場価格が下落した銘柄を中心に

CATボンド市場は顕著に反発しました。その他、米国では多数の竜巻やサンダーストーム、トルコ南東

部では地震などの自然災害が多発しましたが、これらの被害によるCATボンド市場への影響は限定的な

ものにとどまりました。 

また、前期はウクライナ情勢の緊迫化や欧米中央銀行の金融引き締め姿勢強化を背景にインフレや金

融市場のボラティリティが高まるなかで、投資家がリスク回避姿勢を強めたことなどによりCATボンド

市場から資金流出が目立っていましたが、当期はCATボンドへの投資が戻り始め、新発債市場だけでな

く流通市場においても需給環境が改善し、CATボンド市場は上昇しました。 

 

第７期（2023年９月１日～2024年６月28日（償還日）） 

当期は、前期から引き続き2022年９月末に米国フロリダ州で発生したハリケーン「イアン」の影響を

受けて、パフォーマンスが悪化した米国水害を対象とする銘柄や、フロリダ州の風水害を対象とする銘

柄の市場価格が回復しました。その他、米国では多数のサンダーストームやハリケーン、欧州でも洪水

など自然災害が多発しましたが、これらの被害によるCATボンド市場への影響は限定的なものにとどま
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りました。 

期初から期中にかけては投資家の潤沢な余剰資金を背景にCATボンド市場の需給環境は良好となり、

CATボンドに価格上昇圧力がかかりました。その後、CATボンド市場は大型発行案件が重なるなど、新発

債の発行が非常に活発となり、一時的に需給環境が悪化する局面もありましたが、2024年６月に入ると

新発債の発行も一段落し、需給環境は徐々に均衡を取り戻しました。 

 

■ポートフォリオについて 

第１期（2017年９月28日～2018年８月31日） 

運用開始後、半年程度の期間で徐々にCATボンドの組入比率を引き上げ、2018年４月時点でほぼフル

インベストメントの状態になりました。当該期間中、米国のハリケーンや山火事などのリスク・イベン

トにより関連銘柄に元本毀損が生じたことや、市場価格に下落圧力がかかったことから通期でマイナス

リターンとなりました。 

 

第２期（2018年９月１日～2019年８月31日） 

リスクの種類（地震・ハリケーン等）や地域などの分散を考慮しながら、保有銘柄の償還に対応する

ために新規発行銘柄を中心に購入しました。当該期間中、米国のハリケーンや山火事などの発生により

関連銘柄に元本毀損が生じたことや、市場価格に下落圧力がかかったことがマイナス要因となったもの

の、安定的な利息収入がプラス要因となり、１口当たり純資産価格（税引前分配金再投資）は、米ドル

（年２回）クラスが小幅に上昇した一方、円（年２回）クラスは為替ヘッジコストがマイナス要因とな

り、小幅に下落しました。 

 

第３期（2019年９月１日～2020年８月31日） 

リスクの種類（地震・ハリケーン等）や地域などの分散を考慮しながら、保有銘柄の償還に対応する

ために新規発行銘柄を中心に購入しました。2020年３月に、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い米国

医療保険給付率を対象とするVitality Reシリーズなどの生保系CATボンドの市場価格が下落したことや、

伝統資産対比で安定的に推移していたCATボンドが金融市場の混乱による流動性確保のため売却対象と

なり需給環境が一時的に悪化したことなどはパフォーマンスのマイナス要因となったものの、安定的な

利息収入がプラス要因となり、１口当たり純資産価格（税引前分配金再投資）は、米ドルクラス、円ク

ラスとも上昇しました。 

 

第４期（2020年９月１日～2021年８月31日） 

リスクの種類（地震・ハリケーン等）や地域などの分散を考慮しながら、保有銘柄の償還に対応する

ために新規発行銘柄を中心に購入しました。米国自然災害全般を対象とする一部の累積型CATボンドの

市場価格の下落がパフォーマンスのマイナス要因になりましたが、米国のウィンターストーム関連銘柄

の市場価格の回復やCATボンド市場の良好な需給環境、安定的な利息収入がプラス要因となり、基準価

額（税引前分配金再投資）は、米ドルクラス、円クラスとも上昇しました。 

 

第５期（2021年９月１日～2022年８月31日） 

リスクの種類（地震・ハリケーン等）や地域などの分散を考慮しながら、保有銘柄の償還に対応する

ために新規発行銘柄を中心に購入しました。再保険料率の上昇、ウクライナ情勢の緊迫化や欧米の主要
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中央銀行の金融引き締めに積極的な姿勢を受けて投資家がリスク回避的な姿勢を強めたことに加え、イ

ンフレに伴う損失コストの増加を織り込んだプライシングなどを背景に、CATボンド市場の需給環境が

悪化したことは、パフォーマンスのマイナス要因となりました。しかし、安定的な利息収入などがプラ

ス要因となったことから、１口当たり純資産価格（税引前分配金再投資）は米ドル（年２回）クラス、

円（年２回）クラスともに上昇しました。 

 

第６期（2022年９月１日～2023年８月31日） 

リスクの種類（地震・ハリケーン等）や地域などの分散を考慮しながら、保有銘柄の償還に対応する

ために新規発行銘柄を中心に購入しました。ハリケーン「イアン」の影響により、関連銘柄の評価額が

大幅に下落する局面もありましたが、「イアン」による保険損失額は当初見込みを下回るとの見方が広

がるなかで、時間経過とともに関連銘柄の市場価格は反発しました。期を通じて、「イアン」の影響に

よるキャピタル・ロスは残ったものの、CATボンド市場の需給環境改善に伴う価格上昇や安定的な利息

収入がプラス要因となったことから、１口当たり純資産価格（税引前分配金再投資）は米ドル（年２回）

クラス、円（年２回）クラスともに上昇しました。 

 

第７期（2023年９月１日～2024年６月28日（償還日）） 

リスクの種類（地震・ハリケーン等）や地域などの分散を考慮しながら、保有銘柄の償還に対応する

ために新規発行銘柄を中心に購入しました。ハリケーン「イアン」関連銘柄の市場価格の回復や CAT ボ

ンド市場の良好な需給環境に伴う価格上昇、安定的な利息収入がプラス要因となりました。一方、需給

環境が一時的に悪化する局面で、資金流出対応のために割安な価格で CAT ボンドの売却をせざるを得な

かったことが大きなマイナス要因となったため、１口当たり純資産価格（税引前分配金再投資）は米ド

ルクラス、円クラスとも下落しました。 

 

 

■ベンチマークとの差異について 

ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を

設定していません。 

 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 

当期末現在、有価証券等の組入れはありません。   
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（２）費用の明細 

項目 項目の概要（注１） 

管理報酬等（注２）   

報酬代行会社報酬 年率0.12％（注３） 管理会社報酬等の支払い代行業務の対価 

管理会社報酬 年間5,000米ドル（注３） 
ファンドの資産の運用・管理、受益証券の

発行・買戻し業務の対価 

受託会社報酬 年間10,000米ドル ファンドの受託業務の対価 

投資運用会社報酬 

年率0.70％ 

（このうちファンドの純資産総額の年率

0.50％が副投資運用会社報酬として副投

資運用会社に支払われます。） 

ファンドに関する資産運用業務および管

理会社代行サービス業務の対価 

保管会社報酬 

年率0.02％ 

（ユーロ市場）（注４） 

年率0.01％ 

（米国市場）（注４） 

ファンドの資産の保管業務の対価 

管理事務代行報酬 

年率0.08％（注５） 

＋年間8,400米ドル（注６） 

＋年間20,000米ドル（注７） 

ファンドの登録・名義書換代行業務、管理

事務代行業務の対価 

販売報酬 年率0.60％ 

受益証券の販売・買戻し業務、運用報告書

等各種書類の送付、販売会社における受益

者の口座内でのファンドの管理の対価 

代行協会員報酬 年率0.05％ 

ファンド証券の（１口当たりの）純資産価

格の公表業務、目論見書、決算報告書等の

販売会社への交付業務等の対価 

その他の費用・手数料（注８） 6.02％ 

上記の報酬の他、設立費用（３会計年度に

て償却）、監査報酬、目論見書の印刷費用、

信託財産の処理に関する費用、設定後の法

務関連費用、信託財産に係る租税等 

（注１） 各報酬については、目論見書に定められている料率（金額）を記しています。 

（注２） 管理報酬等の総報酬は、純資産総額の最大年率 1.57％程度および年間 38,400 米ドルです。 

（注３） 管理会社報酬は年間 5,000 米ドルであり、年率 0.12％の報酬代行会社報酬から支弁されます。 

（注４） 各市場での保有資産の評価額に対しての年率。保管会社報酬は最低年間 12,000 米ドルです。保管会社報酬には最低報酬

金額が設定されているため、純資産総額によっては、管理報酬等の総額を上回ることになります。 

（注５） 管理事務代行報酬は最低年額 65,000 米ドル（固定報酬）です。管理事務代行報酬には最低報酬金額が設定されているた

め、純資産総額によっては、管理報酬等の総額を上回ることになります。 

（注６） 登録・名簿書換代行業務に対する報酬として、１ヶ月当たり 350 米ドル（年間 4,200 米ドル）に受益証券が発行されて

いるクラスの数（現時点では２クラス）を乗じた額がかかります。 

（注７） 複数のクラスを管理する報酬として、年間10,000米ドルに受益証券が発行されているクラスの数（現時点では２クラス）

を乗じた額がかかります。 

（注８） 「その他の費用・手数料（当期）」には運用状況等により変動するものや実費となる費用が含まれます。便宜上、当期

のその他の費用の金額をファンドの当期末の純資産総額で除して 100 を乗じた比率を表示していますが、実際の比率と

は異なります。 
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Ⅱ．運用実績  
（１）純資産の推移 

下記各会計年度末および第７会計年度中における各月末の純資産の推移は次のとおりです。 

＜米ドル（年２回）クラス＞ 

 純資産総額 １口当たり純資産価格 

 米ドル 千円 米ドル 円 

第１会計年度末 

（2018年８月末日） 
32,797,257.03 5,064,880.40 9.98 1,541 

第２会計年度末 

（2019年８月末日） 
23,355,259.10 3,606,752.66 10.07 1,555 

第３会計年度末 

（2020年８月末日） 
11,052,438.52 1,706,828.08 10.41 1,608 

第４会計年度末 

（2021年８月末日） 
8,307,058.10 1,282,858.98 10.56 1,631 

第５会計年度末 

（2022年８月末日） 
5,134,655.55 792,944.86 10.61 1,639 

第６会計年度末 

（2023年８月末日） 
4,804,350.22 741,935.80 10.58 1,634 

第７会計年度末 

（2024年６月28日） 
1,153,455.52 178,128.14 9.21 1,422 

2023年９月末日 4,509,814.16 696,450.60 9.93 1,533 

2023年10月末日 4,572,783.48 706,174.95 10.07 1,555 

2023年11月末日 4,624,348.18 714,138.09 10.18 1,572 

2023年12月末日 4,638,005.69 716,247.22 10.21 1,577 

2024年１月末日 4,692,199.33 724,616.34 10.33 1,595 

2024年２月末日 4,739,150.62 731,867.03 10.43 1,611 

2024年３月末日 4,757,767.53 734,742.04 10.03 1,549 

2024年４月末日 4,636,858.27 716,070.02 9.77 1,509 

2024年５月末日 3,563,175.21 550,261.15 9.45 1,459 

2024年６月28日 1,153,455.52 178,128.14 9.21 1,422 
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＜円（年２回）クラス＞ 

 純資産総額 １口当たり純資産価格 

 円 円 

第１会計年度末 

（2018年８月末日） 
2,674,545,379 9,780 

第２会計年度末 

（2019年８月末日） 
2,119,499,313 9,626 

第３会計年度末 

（2020年８月末日） 
1,807,585,704 9,825 

第４会計年度末 

（2021年８月末日） 
1,174,108,653 10,158 

第５会計年度末 

（2022年８月末日） 
839,989,033 10,088 

第６会計年度末 

（2023年８月末日） 
639,708,440 10,017 

第７会計年度末 

（2024年６月28日） 
53,862,737 8,678 

2023年９月末日 563,115,814 9,560 

2023年10月末日 534,224,270 9,656 

2023年11月末日 537,533,191 9,716 

2023年12月末日 526,447,662 9,694 

2024年１月末日 530,271,115 9,764 

2024年２月末日 475,255,608 9,836 

2024年３月末日 444,133,123 9,592 

2024年４月末日  391,902,274  9,261 

2024年５月末日  316,456,780  8,927 

2024年６月28日  53,862,737  8,678 

（注１） 米ドルの円貨換算は、別段の記載のない限り、2025年１月31日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買

相場の仲値（１米ドル＝154.43円）によります。以下同じです。 

（注２） 本書の中で金額および比率を表示する場合、四捨五入してあります。したがって、合計の数字が一致しない場合

があります。また、円貨への換算は、本書の中でそれに対応する数字につき所定の換算率で単純計算のうえ、必

要な場合四捨五入してあります。したがって、本書中の同一情報につき異なった円貨表示がなされている場合も

あります。 

（注３）ファンドは、2017年９月28日から運用を開始しており、第１会計年度は当該運用開始日から2018年８月31日まで

の期間をいいます。   
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（２）分配の推移 
下記各会計年度における分配の推移は次のとおりです。 

 

 （１口当たり、税引前）

 
米ドル（年２回）クラス 円（年２回）クラス 

米ドル 円 円 

第１会計年度 

（2017年９月28日～2018年８月末日） 
－ － － 

第２会計年度 

（2018年９月１日～2019年８月末日） 
0.07 10.81 20 

第３会計年度 

（2019年９月１日～2020年８月末日） 
0.05 7.72 － 

第４会計年度 

（2020年９月１日～2021年８月末日） 
0.30 46.33 80 

第５会計年度 

（2021年９月１日～2022年８月末日） 
0.35 54.05 330 

第６会計年度 

（2022年９月１日～2023年８月末日） 
0.68 105.01 148 

第７会計年度 

（2023年９月１日～2024年６月28日

（償還日）） 

1.26 194.58 818 

 

（３）収益率の推移 
 

期間 
収益率（％） 

米ドル（年２回）クラス 円（年２回）クラス 

第１会計年度末 

（2017年９月28日～2018年８月末日） 
－0.20 －2.20 

第２会計年度末 

（2018年９月１日～2019年８月末日） 
 1.60 －1.37 

第３会計年度末 

（2019年９月１日～2020年８月末日） 
 3.87  2.07 

第４会計年度末 

（2020年９月１日～2021年８月末日） 
 4.32  4.20 

第５会計年度末 

（2021年９月１日～2022年８月末日） 
 3.79  2.56 

第６会計年度末 

（2022年９月１日～2023年８月末日） 
 6.13  0.76 
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第７会計年度末 

（2023年９月１日～2024年６月28日

（償還日）） 

－1.04 －5.20 

（注）収益率（％）＝100×（ａ－ｂ）÷ｂ 

ａ＝各会計年度末日の１口当たりの純資産価格＋当該期間の分配金の合計額 

ｂ＝当該会計年度の直前の会計年度の末日における受益証券１口当たりの純資産価格 

第１会計年度については受益証券１口当たりの当初発行価格 

 

（４）販売及び買戻しの実績 
 

 販売口数 買戻口数 発行済口数 

第１会計年度 

（2017年９月28日 

～2018年８月末日） 

米ドル（年２回） 

クラス 

3,287,246.637 

（3,287,246.637） 

0 

（0） 

3,287,246.637 

（3,287,246.637） 

円（年２回） 

クラス 

284,478.038 

（284,478.038） 

11,000.024 

（11,000.024） 

273,478.014 

（273,478.014） 

第２会計年度 

（2018年９月１日 

～2019年８月末日） 

米ドル（年２回） 

クラス 

79,622.471 

（79,622.471） 

1,046,908.446 

（1,046,908.446） 

2,319,960.662 

（2,319,960.662） 

円（年２回） 

クラス 

0 

（0） 

53,287.337 

（53,287.337） 

220,190.677 

（220,190.677） 

第３会計年度 

（2019年９月１日 

～2020年８月末日） 

米ドル（年２回） 

クラス 

17,869.393 

（17,869.393） 

1,281,074.577 

（1,281,074.577） 

1,056,755.478 

（1,056,755.478） 

円（年２回） 

クラス 

0 

（0） 

37,125.626 

（37,125.626） 

183,065.051 

（183,065.051） 

第４会計年度 

（2020年９月１日 

～2021年８月末日） 

米ドル（年２回） 

クラス 

9,699.321 

（9,699.321） 

279,555.875 

(279,555.875) 

786,898.924 

(786,898.924) 

円（年２回） 

クラス 

0 

(0) 

67,484.648 

(67,484.648) 

115,580.403 

(115,580.403) 

第５会計年度 

（2021年９月１日 

～2022年８月末日） 

米ドル（年２回） 

クラス 

9,460.738 

（9,460.738） 

312,289.839 

(312,289.839) 

484,069.823 

(484,069.823) 

円（年２回） 

クラス 

2,435.724 

(2,435.724) 

34,748.375 

(34,748.375) 

83,267.752 

(83,267.752) 

第６会計年度 

（2022年９月１日 

～2023年８月末日） 

米ドル（年２回） 

クラス 

0 

(0) 

29,852.442 

(29,852.442) 

454,217.381 

(454,217.381) 

円（年２回） 

クラス 

0 

(0) 

19,407.301 

(19,407.301) 

63,860.451 

(63,860.451) 

第７会計年度 

（2023年９月１日 

～ 2024年６月 28日

（償還日）） 

米ドル（年２回） 

クラス 

20,261.385 

(20,261.385) 

349,209.425 

(349,209.425) 

125,269.341 

(125,269.341) 

円（年２回） 

クラス 

0 

(0) 

57,653.501 

(57,653.501) 

6,206.950 

(6,206.950) 

（注）（ ）の数字は本邦内における販売、買戻しおよび発行済口数です。 
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Ⅲ．ファンドの経理状況  
 

ａ． ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、国際財務報告基準に準拠して作成された原文の

財務書類を翻訳したものです（ただし、円換算部分を除きます。）。これは「特定有価証券の内容

等の開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第

328条第５項ただし書の規定の適用によるものです（ただし、円換算部分を除きます。） 。 

 

ｂ． ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条

の３第７項に規定する外国監査法人等をいいます。）であるケーピーエムジーエルエルピーから監

査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認められる証明に係

る監査報告書に相当するもの（訳文を含みます。）が当該財務書類に添付されています。 

 

ｃ． ファンドの原文の財務書類は米ドルで表示されています。日本文の財務書類には、主要な金額に

ついて円換算額が併記されています。日本円への換算には、2025年１月31日現在の株式会社三菱Ｕ

ＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝154.43円）が使用されています。なお、千円未

満の金額は四捨五入されています。 
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KPMG LLP 
P.O. Box 493 
SIX Cricket Square Grand 
Cayman KY1-1106 Cayman 
Islands 
電話 +1 345 949 4800 
ファックス +1 345 949 7164 
URL www.kpmg.com/ky 

 
受託会社への独立監査法人の報告書 

 

 
意見 

当監査法人は、UBSユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ill（旧クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）

Ill）（以下、「本トラスト」という）のシリーズ・トラストである東京海上 CATボンド・ファンド（以下、「本シリーズ・トラ

スト」という）の財務諸表、すなわち、2024年6月28日時点の財政状態計算書、2023年9月1日から2024年6月

28日（償還日）までの期間における包括利益計算書、解約可能受益証券の受益者に帰属する純資産の変動

計算書およびキャッシュ・フロー計算書、ならびに重要な会計方針およびその他の説明情報を含む注記につ

いて監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という）に準拠して、2024年6月28日

時点の本シリーズ・トラストの財政状態ならびに2023年9月1日から2024年6月28日（償還日）までの期間の業

績およびキャッシュ・フローの状況を、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

意見の根拠 

当監査法人は、国際監査基準（以下、「ISAという」）に準拠し監査を実施した。それらの基準に基づく当監査

法人の責任は、監査報告書の「財務諸表監査に対する監査人の責任」項目において詳細に述べられている。

当監査法人は、国際会計士倫理基準審議会「職業会計士のための国際倫理規程（国際独立性基準を含

む）」（以下、「IESBA規程という」）およびケイマン諸島において当監査法人が実施する財務諸表監査に関連

する倫理要件に従い本シリーズ・トラストから独立し、IESBA規程およびこれらの要件に従いその他の倫理的

責任を果たした。当監査法人は、当監査法人の意見根拠となる十分かつ適切な監査証拠を得たと確信して

いる。 

強調事項 

2024年4月29日付けで、受託会社が運用会社と協議の上、本シリーズ・トラストの投資業務の終了を決議した

ため、財務諸表の作成に継続企業を前提とした会計基準が使用されていない旨が財務諸表の注記2に記載

されていることに留意すること。この問題に関して当監査法人の意見に変更はない。 

財務諸表に対する運営者および統治責任者の責任 

運営者の責任は、IFRSに準拠してこれらの財務諸表を作成し適正に表示することにある。不正や誤謬による

重要な虚偽の記載がない財務諸表の作成に際し運営者が決定した係る財務諸表の内部統制に対しても、

運営者は責任を有する。 

財務諸表の作成にあたり、運営者は本シリーズ・トラストの継続企業の前提を評価し、継続企業の前提に関

する事案を適宜開示し、継続企業を前提とした会計基準を使用する責任を有する。ただし、運営者が本シリ

ーズ・トラストを清算する、もしくは運用を停止する意向がある、またはそうする以外に現実的な代替案がない

場合はその限りではない。 

統治責任者は、本シリーズ・トラストの財務報告工程を監督する責任を有する。 
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受託会社への独立監査法人の報告書（続き） 

 

 
財務諸表監査に対する監査人の責任 

当監査法人の目的は、財務諸表に不正や誤謬による重要な虚偽記載がないかどうかについて合理的な保

証を得ること、および当監査法人の意見を含む監査法人の報告書を発行することである。合理的な保証は高

水準な保証であるが、重要な虚偽記載がある場合に、ISAに従い実施された監査において必ずその虚偽記

載を検知することを保証するものではない。虚偽記載は、不正または誤謬により生じる可能性があり、個別ま

たは全体的に、これらの財務諸表に基づく経済的決定に影響を及ぼすと合理的に予想される場合に、重要

とみなされる。 

ISAに準拠する監査の一環として、当監査法人は監査を通して専門的判断を遂行し、職業的専門家としての

懐疑心を維持する。また当監査法人は以下を行う。 

不正又は誤謬による財務所諸表の重大な虚偽記載のリスクを特定、評価し、それらのリスクに応じた監

査手続きを策定、実施する。また当監査法人の意見に関する根拠を提供するために十分かつ適切な監

査証拠を得る。不正により生じる重要な虚偽記載を検知しないリスクは、誤謬によるリスクよりも高い。こ

れは、不正が癒着、偽造、故意の脱漏、不実表示、または内部統制の無効化と関連する可能性がある

ためである。 

状況に適した監査手続きを策定するために、監査に関する内部統制について理解する。これは、本シリ

ーズ・トラストの内部統制の有効性に関する意見の表明を目的とするものではない。 

採用された会計方針の適切性、および会計上の見積りの妥当性、および運営者により開示された関連

事項を評価する。 

運営者により採用された継続企業を前提とした会計処理の適切性について判断する。また入手した監

査証拠に基づき、本シリーズ・トラストの継続企業の前提に対して重大な疑念が生じる可能性がある事象

または状況に関して重要な不確実性が存在するか否かを判断する。重要な不確実性が存在すると当監

査法人が判断した場合、当監査法人は、財務諸表に関連する開示事項に対して当監査法人の報告書

において注意喚起をする必要があり、かかる開示が不適切であるときは当監査法人の意見を訂正する

必要がある。当監査法人の判断は、監査報告書の発行日までに入手された監査証拠に基づく。ただし、

将来の事象または状況により、本シリーズ・トラストの継続企業としての前提を停止する可能性がある。 

財務諸表の全体の体裁、構成および開示事項を含む内容、ならびに財務諸表が原金融取引および事

象を適正に示しているか否かを評価する。 

当監査法人は、特に監査の予定範囲および時期ならびに重要な監査所見について、統治責任者と連絡を

取り合う。これには、監査中に特定した内部統制のすべての重要な欠陥が含まれる。 

 

 

2024年11月15日 
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（１）貸借対照表 
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（２）損益計算書 

ファンドの損益計算書については、「（１）貸借対照表」の項目に記載したファンドの包括利益

計算書をご参照ください。 

 



－ 55 － 

Ⅳ．投資信託財産運用総括表 

 

米ドル（年２回）クラス 

信託期間 

投資信託契約 

締結日 
2017年９月28日 投資信託契約終了時の状況（＊） 

投資信託契約 

終了日 
2024年６月28日（償還日） 

資産総額 

（米ドル） 
1,208,251.96  

区分 
投資信託契約 

締結当初 

投資信託契約 

終了時（＊） 

差引増減又は 

追加信託 

負債総額 

（米ドル） 
54,796.44 

純資産総額 

（米ドル） 
1,153,455.52 

受益権口数 2,403,268.000 125,269.341 (2,277,998.659) 受益権口数 125,269.341 

元本額 

（米ドル） 
24,032,680.00 1,252,693.41 (22,779,986.59) 

一単位当たり 

償還金（米ドル）
9.21 

 

毎計算期末の状況 
    

計算期 
元本額 

（米ドル） 

純資産総額 

（米ドル） 

基準価格 

（米ドル） 

一単位当たり分配金 

金額（米ドル） 分配率（％） 

第１期 32,872,466.37 32,797,257.03 9.98 0 0.0 

第２期 23,199,606.62 23,355,259.10 10.07 0.07 0.7 

第３期 10,567,554.78 11,052,438.52 10.41 0.05 0.5 

第４期 7,868,989.24 8,307,058.10 10.56 0.30 2.8 

第５期 4,840,698.23 5,134,655.55 10.61 0.35 3.3 

第６期 4,542,173.81 4,804,350.22 10.58 0.68 6.4 

第７期 1,252,693.41 1,153,455.52 9.21 1.26 13.7 

（＊）償還日である2024年６月28日時点の数値を記載している。   
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円（年２回）クラス 

信託期間 

投資信託契約 

締結日 
2017年９月28日 投資信託契約終了時の状況（＊） 

投資信託契約 

終了日 
2024年６月28日（償還日） 

資産総額 

（円） 
56,421,558 

区分 
投資信託契約 

締結当初 

投資信託契約 

終了時（＊） 

差引増減又は 

追加信託 

負債総額 

（円） 
2,558,821 

純資産総額 

（円） 
53,862,737 

受益権口数 161,078.000 6,206.950 (154,871.050) 受益権口数 6,206.950 

元本額 

（円） 
1,610,780,000 62,069,500 (1,548,710,500) 

一単位当たり 

償還金（円） 
8,678 

 

毎計算期末の状況 
    

計算期 
元本額 

（円） 

純資産総額 

（円） 

基準価格 

（円） 

一単位当たり分配金 

金額（円） 分配率（％） 

第１期 2,734,780,140 2,674,545,379 9,780 0 0.0 

第２期 2,201,906,770 2,119,499,313 9,626 20 0.2 

第３期 1,830,650,510 1,807,585,704 9,825 0 0.0 

第４期 1,155,804,030 1,174,108,653 10,158 80 0.8 

第５期 832,677,520 839,989,033 10,088 330 3.3 

第６期 638,604,510 639,708,440 10,017 148 1.5 

第７期 62,069,500 53,862,737 8,678 818 9.4 

（＊）償還日である2024年６月28日時点の数値を記載している。 
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Ⅴ．お知らせ  
ファンドは、2024年６月28日に償還しました。 

 




